
（単位：千円）

1 秘書課 一課 ― 0 2% ―

2 一課 ― 0 70% ―

3 集中 0 0% ― ―

4 集中 0 15% ― ―

5 一課 ― 0 20% ―

6 継続 ― ― 0 20%

7 継続 ― ― 0 25%

8 継続 ― ― 0 10%

9 継続 ― ― 0 0%

10 継続 ― ― 0 10%

11 継続 ― ― 0 25%

12 集中 0 20% ― ―

13 集中 0 5% ― ―

14 集中 0 0% ― ―

15 集中 0 10% ― ―

16 集中 財政課と連携 0 10% ― ―

17 集中 0 10% ― ―

18 集中 13,212 15% ― ― スポーツセンター，いずみホール指定管理者制度導入による

19 集中 0 40% ― ―

20 集中 職員課と連携 214,575 7% ― ― 職員32人△267,936千円，嘱託職員+18,333千円，再任用+35,028千円

21 集中 職員課と連携 0 10% ― ―

22 集中 0 0% ― ―

23 集中 234,555 30% ― ― 一般財源における一次経費削減額（対前年度比）

24 集中 0 10% ― ―

25 集中 0 20% ― ―

26 集中 0 5% ― ―

27 一課 ― 25 20% ― わかりやすい予算書販売＠500円×49冊

28 継続 ― ― 0 10%

29 集中 0 20% ― ―

30 集中 75,882 20% ― ― 借換えによる利子の軽減

31 集中 0 20% ― ―

32 集中 0 20% ― ―

33 総務課 一課 ― 0 10% ―

34 一課 ― 0 20% ―

35 継続 ― ― 0 10%

36 継続 ― ― 0 20%

37 継続 ― ― 0 5%

38 集中 0 20% ― ―

39 集中 0 40% ― ―

40 集中 0 20% ― ―

41 集中 0 60% ― ―

42 集中 0 5% ― ―

43 集中 0 5% ― ―

44 くらしの安全課 一課 ― 0 10% ―

45 課税課 一課 ― 0 20% ―

46 納税課 一課 ― 0 30% ―

職員の意欲向上

人事考課制度の充実
人事給与制度等担当

勤務成績を反映した給与制度の改革

いざという時に備えて日頃から使って安心防災資器材

総務部「なるほど」と言わせたい課税説明マニュアルの作成

口座振替の見直しと加入率の拡大

だれでも担当マニュアルの整備

総務部

ＯＪＴ体制の充実

職員課

自主研究グループ支援

超過勤務の削減

広域的な職員交換派遣研修の実施

給与等の状況の公表

職員健康管理体制の充実

職員研修計画の策定

公の施設の有効化

わかりやすい予算書の作成

財政課

法定外目的税・新財源等の開発・導入

公会計制度の改革

地方債の長期的な取り組み

基金残高の長期的な取り組み

補助金等の整理合理化

業務量調査の実施および職員定数の適正管理

定員等の状況の公表

市からの第三セクターに関する情報公開の充実

収支均衡型の財政体質の確立

コスト管理・受益者負担の適正化

協働事業提案制度の検討

わかりやすい組織・職名の改正

施策評価・政策評価および外部評価の取り組み

個別計画の達成状況の公表

市場化テストの基本方針策定

指定管理者制度の導入および推進

ＰＦＩ手法の活用

提案型協働事業

政策経営課

長期総合計画実施状況の公表

少子化社会への対応

窓口業務の時間延長

職員提案制度の改善と推進

使用料・手数料定期的見直し

広域的な施設利用の連携

組織の再編成

組織のフラット化

財 政 効 果 根 拠
集　　中 一　　課 継　　　続

国分寺市表彰基準の見直し

政策部

ホームページリニューアル事業

総合情報課ホームページのリニューアルと市報編集の協働化②

ＩＴ技術の活用
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47 市民課 一課 ― 0 20% ―

48 経済課 一課 ― 0 5% ―

49 一課 ― 0 10% ―

50 継続 ― ― 0 25%

51 男女平等人権課 一課 ― 0 20% ―

52 一課 ― 0 30% ―

53 集中 1,616 38% ― ― 補助定率削減

54 生活福祉課 一課 ― 0 7% ―

55 障害者相談室 一課 ― 0 0% ―

56 保険課 一課 ― 0 40% ―

57 健康推進課 一課 ― 0 30% ―

58 高齢者相談室 一課 ― 0 5% ―

59 介護保険課 一課 ― 0 20% ―

60 保育課 一課 ― 0 10% ―

61 子育て支援課 一課 ― 0 20% ―

62 子育て相談室 一課 ― -32 20% ― スーパーバイザーへ講師謝礼＠16,000円×２回

63 保育課･子育て支援課･子育て相談室 一課 ― 0 5% ―

64 環境計画課 一課 ― 0 15% ―

65 ごみ対策課 一課 ― 0 20% ―

66 水道課 一課 ― 0 25% ―

67 下水道課 一課 ― 49,742 59% ― 東京都振興基金の二本の借換による利子軽減

68 都市計画課 一課 ― 0 20% ―

69 緑と水と公園課 一課 ― 0 12% ―

70 道路管理課 一課 ― 31,602 15% ―

71 建設課 一課 ― 0 10% ―

72 一課 ― 0 0% ―

73 集中 4,688 58% ― ― 除草委託費の削減，保有地付託での賃借事業収入

74 都市開発部 国分寺駅周辺整備課 一課 ― 0 20% ―

75 会計課 一課 ― 0 15% ―

76 一課 ― 0 20% ―

77 継続 ― ― 0 20%

78 学務課 一課 ― 0 10% ―

79 学校指導課 一課 ― -3,914 13% ― 学校図書館へのシステム導入

80 一課 ― 0 20% ―

81 一課 ― 0 10% ―

82 ふるさと文化財課 一課 ― 0 10% ―

83 公民館 一課 ― 0 20% ―

84 一課 ― 0 40% ―

85 一課 ― 0 20% ―

86 一課 ― 0 20% ―

87 政策部 政策法務課 一課 H20より実施 ― 0 25% ―

88 都市建設部 建築指導課 一課 H20より実施 ― 0 20% ―

89 市民生活部 文化のまちづくり課 一課 H20より実施 ― 0 20% ―

総合計 621,9510

自治基本条例の制定に伴う職員力向上事業

「(仮称)わかりやすい建築基準行政事務のあらまし」の作成

国際化施策の明確化

合　計 544,528 77,423

けやき運動場の利用時間延長

わかりやすい発掘調査概要版（年報）の作成

市民協働による「公民館のあり方」の検討

図書館開館時間の拡大

図書館図書館管理運営方法の見直し

公共図書館と学校図書館の連携

再開発事業に関する情報提供の充実

新財務会計システムの導入

教育施設全体の整備計画の策定

教育部

庶務課
小中学校における施設の有効利用

地場野菜を使った健康クッキング教室の実施

学校図書館充実事業

生涯学習事業への参加促進 社会教育・
スポーツ振興課

市民と一緒に沿道のまちをつくる事業(国分寺3･2･8号線)

都市
建設部

市民活動団体等公園・水路・緑地等サポート事業

未利用道路・水路等の有効活用 道路整備関連経費の削減及び売り払いによる歳入確保

(仮称)公共施設建築物の計画的な大規模修繕の策定

土地・建物等の使用・賃貸借貸契約に係る各事業等の再精査
用地課

国分寺市土地開発公社の経営健全化

ほいくえんフレンドシップ推進事業

子ども
福祉部

児童館の日曜日開館,学童保育所の利用時間延長等を目指しての事業改革

多様化する市民ニーズに迅速な対応ができる職員能力育成プラン

(仮称)子ども部の立ち上げによる充実した子ども施策の推進

環境に優しいまちづくり推進事業

環境部
ごみの減量化・資源化の向上

水道水の安定供給の向上

高金利債の借換・繰上償還の要請

生きがいセンター(さわやかプラザもとまち)の地域密着型運営の充実

福祉
保健部

福祉計画課
統廃合や財政支援のあり方見直し

原価の算定による行政福祉サービスの見直し

「障害者相談室だより」の作成

医療制度改革に伴うわかりやすい制度のＰＲ

医療制度改革に伴う基本健康診査から特定健康診査への制度替の周知

家族介護者支援事業（交流会）

わかりやすい介護保険大作戦

窓口サービスの効率化

市民
生活部

都市農地保全策の推進

地域性を活かした地域センター管理運営実施事業
協働コミュニティ課

協働の推進

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた事業


